
(様式②－1）

［ 局 課]

1 款 2 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

事業費

方針の確認／決裁 

有（          ）・無
【 事業の目的・必要性】

企業債利息、企業債の元金払手数料、利子払手数料、募債手数料及び新規記録手数料等の支払い

【令和３年度実施内容と期待される効果】
（１）企業債利息、企業債の元金払手数料、利子払手数料、募債手数料及び新規記録手数料等
（２）一時借入金利息

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

１　予算・決算事務

２　出納事務

【 事業開始年度 】

昭和25年度

【 根拠法令 】

地方自治法

【 根拠とするデータ等 】

過年度の発行実績及び下水道整備費等

（ 局 － 22 ）環境創造

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 檜山　敏浩 祢宜　昌邦 田島　理与

決
算

10,973,420 9,416,502 7,805,698

10,972,623 9,415,168 7,804,333

30年度実績 元年度実績 ２年度予算

県
受取利息

0 0 0 0

5,562,066

11,425,842 9,809,946 8,152,860 5,562,066 5,562,066

予
算

11,427,342 9,811,446 8,154,360
予
算

5,562,066

0 △ 1,303,829

支出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 支出 令和４年度 令和５年度

増△減 △ 1,303,829 0 0 0 0
令和２年度 6,865,895 1,500 6,864,395

単独事業 補助率

令和３年度 5,562,066 0 1,500

財源
内訳

国

区　分 金　額 国 県 その他

支払利息及び企業債取扱諸費

補助事業

企業債＋下水道
使用料等

企業債＋下水道
使用料等

金額
29年度実績
10,973,420 9,416,502 7,805,698 6,865,895 5,562,066

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
環境創造 経理経営

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳

企業債＋下水道
使用料等

1-2-1
15

政策番号 主な施策番号

令和２年度
事業評価書

番号

企業債 下水道使用料等

5,560,566

0 0 0 0
797 1,334 1,365 1,500 1,500

４年度予算
5,562,066

1,500

３年度予算

0
5,560,566

２年度 ３年度 増△減 説　　　　　明

10,972,623 9,415,168 7,804,333

企業債利息 6,443,969 5,260,796 △ 1,183,173 支払利息の減

一般
財源

市債
一般財源

0 0 0 0 0
6,864,395 5,560,566

PFI利息 35,398 29,269 △ 6,129 PFI事業の割賦払利息の減
借入金利息 180,000 50,000 △ 130,000
企業債取扱諸費 206,528 222,001 15,473

内
訳

元金払手数料 437 427 △ 10
利子払手数料 7,755 7,634 △ 121
募債手数料 175,020 188,405 13,385 新規発行債の増
新規記録手数料 1,779 1,914 135
雑費 21,537 23,621 2,084
合　　計 6,865,895 5,562,066 △ 1,303,829
国 0 0 0
受取利息 1,500 1,500 0

９月 10月 11月 12月 １月

一般財源 6,864,395 5,560,566 △ 1,303,829

２月 ３月

支払利息及び企
業債取扱諸費

決算事務
決算
監査

予算事務

８月

11月 12月 １月 ２月令和３年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ３月

令和３年度 ４月 ５月 ６月 ７月

支払利息 定時償還

企業債取扱諸費 手数料支出
手数料
支出

手数料
支出

手数料
支出

９月 10月


